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●新築マンション供給動向（2002 年～2021 年） 

広島県では 2006 年に 4,755 戸と、直近 20 年間で最多の供給戸数となった。この 10 年間は概ね 2 千戸台を維持

している。広島市に関しても 2006 年に 3,228 戸と直近 20 年間での最高値を記録したが、僅か 4 年後の 2010 年に

は 1,087戸と供給規模は 1/3程度まで縮小していた。2014年には直近 10年間で最多の 1,858戸まで増加したが、

その後はやや水準を下げて 1,500 戸前後に落ち着いてきている。岡山県では 2006 年に直近 20 年間での最多供

給戸数を記録し、直近 10 年間では 2013 年に 6 年ぶりとなる 1 千戸台を回復、その後は大きく変動する年もある

が、500 戸～800 戸程度の供給規模を維持している。岡山市に関しては 1 千戸を上回ったのは 2006 年のみであり、

この 5 年間では 400 戸～700 戸程度の供給規模で安定している。山口県は広島県や岡山県よりも 1 年早い 2005

年に直近 20 年間で最多の供給戸数を記録していた。その後、急減から回復基調に向かう動きが見られたものの

再び 1 千戸を上回ることはなく、最近では 200 戸～500 戸程度で推移している。島根県でも 2005 年に直近 20 年間

でのピークを迎えていた。直近 10 年間に渡っては 100 戸～200 戸程度のコンスタントな供給が為されている。鳥取

県は中国・四国地方で最も遅い 2007 年にピークを迎えていた。2010 年には供給実績が皆無となったが、翌年以

降は小規模ながら供給が続いている。 

香川県は 2005 年に 1,245 戸と直近 20 年間で最多の供給戸数を記録していたが、その後は水準を下げつつあり、

直近にかけては 500 戸を上回る年も数えるほどである。愛媛県は 2006 年に 1,031 戸の供給があった後、僅か 2

年後には供給規模が約 6 割も縮減した。直近 10 年間では供給戸数が 500 戸を上回る年も見られるが、ピーク時

に比べれば低調な状況が続いている。高知県や徳島県では分譲マンションが各県庁所在地に集中的に供給され

ていることから、県全体と県庁所在地の供給動向は概ね同じとなっている。 

東京カンテイ、中国・四国地方における新築マンションの市場動向を調査・分析 

直近 20 年間においては 2005 年～2007 年に供給ピークを迎える 

新築マンションの平均価格、2021 年には広島県や岡山県で 4 千万円の大台に達する 
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広島県の専有面積は 2014 年～2017 年に

かけて価格高騰に伴ってやや狭くなってい

た。2019 年には一時的に 71.54 ㎡まで縮

小したが、翌2020年以降は再び74㎡台ま

で持ち直している。2021 年の平均価格は

4,099 万円（2012 年比：＋36.6％）と初めて

4 千万円の大台を突破、坪単価も 182.8 万

円（同：＋43.9％）まで上昇したことで直近

20 年間における最高値を記録している。 

岡山県の専有面積は 2016 年を境に概ね

縮小しつつあり、2021 年には 73.67 ㎡と直

近 10年間で最も狭くなっている。平均価格

は広島県と同じく、2021 年に 4,088 万円

（2012年比：＋56.1％）と初めて4千万円の

大台に達した。一方、平均坪単価は 2021

年に 182.5 万円（同：＋64.6％）を記録、上

昇度合いはともに広島県を大幅に上回っ

ている。 

香川県の専有面積は 2013 年を境に 80 ㎡

を下回る状況が続いており、最近では 75

㎡前後の水準で概ね安定している。平均

価格は 2015 年に 7 年ぶりとなる 3 千万円

の大台を突破、2021 年には 3,346 万円

（2012 年比：＋32.6％）と着実に水準が高

まってきている。一方、2021 年の平均坪単

価は 146.0 万円（同：＋45.9％）で、上昇度

合いは広島県を僅かに上回った。 

愛媛県における専有面積は 2019 年や

2021 年に大幅縮小していたわけだが、こ

れは松山市中心部にコンパクトマンション

が 1物件ずつ供給された影響によるものと

みられる。平均価格は 2018 年に直近 10

年間での最高値を記録した後はやや落ち

着いているようにも見える。ただし、これは

あくまで専有面積の縮小によってグロス価

格が抑えられているだけに過ぎず、平均

坪単価は着実に上振れてきている。事実、

2021 年には 172.8 万円（ 2012 年比：    

＋70.4％）を記録しており、単価ベースの

上昇度合いは掲出した 4 県の中で最も大

きかった。 

●新築マンション価格＆専有面積（2012 年～2021 年） 
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